
公益社団法人全国有料老人ホーム協会  入居者生活保証制度加入審査等規程  

 

Ａ 総則 

１ 本規程は、公益社団法人全国有料老人ホーム協会（以下「本協会」という。）の定款第６条

に規定する入居者生活保証制度（以下「制度」という。）の業務方法書（以下「業務方法書」

という。）に基づき、制度への加入審査方法等について定めることを目的とする。  

２ 本規程は、制度に加入している正会員又は開設前会員（以下「制度加入者」という。）が新

たに、有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅（以下「ホーム」という。）を本制度

へ登録しようとする場合にも適用する。  

３ 制度加入者が営業権譲渡、会社分割等に伴い他の法人にホーム事業を譲渡し、事業承継法

人が制度に加入する場合は、業務方法書及び本規程に従い制度への加入審査を行う。  

 

Ｂ 加入申請  

１ 制度への加入申請者（加入申請者が協同設置者の場合、地方自治体に設置届を提出したす

べての事業者を含むものとし、以下Ｂにおいて同様とする。）は、制度加入に当たって、本

協会が定める様式の制度加入申請書に添えて、以下に掲げる書類（以下「加入申請書類」と

いう。）を本協会に提出するものとする。ただし、正会員又は開設前会員の入会申し込みと

同時に制度への加入申請を行う場合は、本協会が認める範囲において、加入申請書類の一部

を省略することができる。  

（１） 事業主体関係  

① 法人定款  

② 法人登記簿謄本  

③ 役員経歴書  

④ 直近３期の財務諸表（貸借対照表、損益計算書、財産目録、株主資本等変動計算書、附

属明細書、勘定科目明細書）  

⑤ 事業計画の改善計画書（本協会が必要と認める場合）  

⑥ 中期事業収支計画（本協会が必要と認める場合）  

⑦ 金融機関別取引状況書  

⑧ その他、本協会が求める書類  

（２） 事業関係  

① ホームの届出又は登録に当たって地方公共団体へ提出する書類一式の写し  

② 前払金その他諸費用の算定根拠に係る資料  

③ 事業計画書（本協会が定める様式の費用部門別の長期資金収支計画書及び長期損益計画

書） 

④ その他、本協会が求める書類  

２ 制度への加入申請者は、制度加入前又は加入後に、ホームの設備及び運営に関する本協会

の現地確認を受けるものとする。  

 

Ｃ 審査基準  

入居者生活保証制度加入審査委員会（以下「審査委員会」という。）は、以下の審査基準

に基づき審査を行う。  

（１） 事業主体関係  

① 都道府県等が定める有料老人ホーム設置運営指導指針（以下「指針」という。）、又はサ

ービス付き高齢者向け住宅登録基準の、事業主体に関する事項を遵守していること。  

② 直近３期の決算状況が妥当であること。  

③ 事業計画の改善計画書（本協会が必要と認め提出を求めた場合）が妥当であること。  



④ 中期事業収支計画（本協会が必要と認め提出を求めた場合）が妥当であること。  

⑤ 金融機関との取引状況が妥当であること。  

⑥ 事業主体の総合信用力が妥当であること。なお、審査委員会は、必要に応じて事業主体

の総合的信用力に関して、外部の専門機関に加入申請に当たり提出された書類等の分析を

委託すること、又は地方公共団体の意見を参考にすることができる。  

⑦ 事業主体の役員（当該事業主体の業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準

ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該事業

主体に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配

力を有するものと認められる者を含む。）との面談により、経営姿勢等が妥当であること。  

⑧ その他、理事会、審査委員会の審査意見に従うこと。  

（２） 事業関係  

① 事業計画書が妥当であること。特に家賃、管理費、食費、その他サービス費用等の諸費

用が、合理的算定根拠を有し、費用部門ごとの資金収支等が妥当であること。  

② 有料老人ホームの場合は、入居契約書等の書類が本協会作成の標準入居契約書等を参考

として作成されており、その内容が妥当であること。特に消費者保護に係る規定（住み替

え手続き、事業主体からの契約解除、契約解除の予告期間、返還金の考え方等）について

は、標準入居契約書等に準拠していること。  

③ サービス付き高齢者向け住宅の場合は、国土交通省が定める契約書等の様式に準拠して

いること。  

④ 契約関係書類を含む表示物において、不当景品類及び不当表示防止法、消費者契約法を

遵守していること。  

⑤ その他、理事会、審査委員会の審査意見に従うこと。  

 

Ｄ 審査結果  

１ 審査委員会の決定は、承認妥当又は却下妥当の２種類とし、それぞれについて以下の手続

きをとるものとする。  

① 承認妥当とする場合は、理事会に審査結果を報告する。  

② 却下妥当とする場合は、理事会に却下の理由を付して審査結果を報告する。  

２ 前項にかかわらず継続審査とした場合、審査委員会は、その理由を示して制度への加入申

請者に書類の修正等を求めることができる。  

 

Ｅ 審査料  

１ 正会員又は開設前会員が、初めて制度への加入審査を受け、理事会に承認された場合、審

査料として 300,000 円を支払う。ただし、平成２５年３月３１日までに入会審査を受け入会

金を収めている会員が、初めて制度への加入審査を受け理事会に承認された場合の審査料は

100,000 円とする。  

２ 制度加入者が、新たにホームの登録審査を受け、理事会に承認された場合、審査料として

100,000 円を支払う。  

 

Ｆ 制度加入後の取扱い  

１ 制度加入者（制度加入者が協同設置者の場合、地方自治体に設置届を提出したすべての事

業者を含むものとし、以下において同様とする。）は、毎年、本協会に対して財務諸表（本協

会が求める内容・様式の財務諸表）を決算後４か月以内に提出しなければならない。  

２ 審査委員会は、前項の財務諸表等をもとに制度加入者が業務方法書第１４条第１項各号に

定める事態を生じさせる可能性を審査し、理事会にその結果を報告する。  

３ 審査委員会は、制度加入者が本協会の会費の納入を６か月分以上怠った場合、業務方法書



第１４条第１項各号に定める事態を生じさせる可能性を審査し、理事会にその結果を報告す

る。 

４ 制度加入者は、主要株主の交代等により実質的な法人の変更が発生した場合、変更届その

他本協会が求める書類を提出し、審査委員会は、Ｃ（審査基準）に定める基準に基づき当該

法人の経営上のリスクの増加の有無等を審査し、審査結果を理事会に報告する。  

５ 制度加入者は、本制度に登録したホームの土地、建物及び設備の概要や、前払金その他諸

費用の額等に変更が発生した場合、変更届その他本協会が求める書類を提出し、その変更事

項が加入審査時の申請事項と重大な変更があると本協会が認めたときは、審査委員会は、Ｃ

（審査基準）に定める基準に基づき審査し、審査結果を理事会に報告する。  

６ 理事会は、前４項の審査結果の報告に基づき、制度利用の継続あるいは制限、制度への新

規入居者の登録停止等を決議する。  

７ 前項の理事会の決議が行われるまでの間、理事長はホームの新規制度登録申請の受付停止、

新規入居者の登録停止等の必要な暫定措置をとることができる。  

８ 前項の場合、理事長は審査委員会及び理事会の承認を得るものとする。ただし、事後承認

とすることを妨げない。  

９ 本制度に登録後のホームが、介護保険の事業者指定に関連してその定員の一部を分離し、

地方公共団体に新たに届出または登録を行った場合には、審査委員会での審査結果の理事会

への報告をもってそのホームを本制度に登録することができる。  

 

Ｇ 規程の改廃  

本規程の改廃は、理事会において行う。  

 

附則 

１ 本規程は、公益社団法人全国有料老人ホーム本協会の設立の登記の日（平成２５年４月１

日）から施行する。  

２ 本規程の改正は、平成２６年１０月１６日から施行する。  

３ 本規程の改正は、平成２７年４月１日から施行する。  

４ 本規程の改正は、平成２９年２月１６日から施行する。  

５ 本規程の改正は、平成２９年１２月１４日から施行する。  

６ 本規程の改正は、２０１９年１２月１９日から施行する。  

７ 本規程の改正は、２０２０年１０月２２日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


